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令和２年度１２月議会の補正予算について 

補正予算 

一般会計（補正１１号） 

・市議会におけるタブレット端末の導入やＡＩを活用した議事録作成支援システムの

導入、ＷＥＢ会議等を円滑に進めるための環境整備などＤＸ（デジタルトランスフ

ォーメーション）を推進 

・保育所（園）及び各子育て支援施設のほか、図書館、適応指導教室等における新型

コロナウイルス感染症拡大防止対策の推進 

・新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、新たな販路開拓等に取り組む漁業協同

組合に対して県補助事業との協調補助を実施して支援 

・人事異動に対応する人件費の調整額及び退職手当の増等  ほか計上する。 

 

補正額  5億 1,679万 7千円    補正後予算額  698億 7,793万円 

 

 

特別会計 

・前年度に受入れた国庫負担金などの返還金 

・人事異動に対応する人件費の調整額  ほか計上する。 

 国民健康保険事業（補正２号） 

補正額      2,290万 9千円    補正後予算額  129億 7,757万 1千円 

 介護保険事業（補正１号） 

補正額      7,995万 9千円    補正後予算額  104億 6,672万 3千円 

 後期高齢者医療事業（補正１号） 

補正額      3,993万 8千円    補正後予算額   32億 7,764万 6千円 

 

特別会計合計補正額 1 億 4,280 万 6千円  補正後予算額 287億 4,139万 6千円 

※今回補正予算を計上しない特別会計を含む。 

 

企業会計 

・人事異動に対応する人件費の調整額 ほか計上する。 

 水道事業（補正３号） 

補正額     1,090万円    補正後予算額     47億 4,985万 3千円 

 下水道事業（補正１号） 

補正額   3,732万 9千円   補正後予算額     92億 9,748万 7千円 

  

企業会計合計補正額  4,822 万 9 千円  補正後予算額  140 億 4,734万円 
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補正予算の主な事業 

１ 命を守ることが最優先 

１ 成人予防接種事業費（保健医療課）                6,771 万 4 千円 

・新型コロナウイルス感染症とインフルエンザとの同時流行に備え、高齢者のイン

フルエンザ予防接種における自己負担額について、本年１０月１日からを対象期

間として無料化する。 

 

２ 施設管理費（応急診療所費）（保健医療課）                       100万円 

・新型コロナウイルス感染症とインフルエンザとの同時流行に備えた診療体制の整

備を行う必要があるため、県補助金を活用して応急診療所内の感染防止対策を行

う。 

 

３ ＰＣＲ検体採取事業費（保健医療課）                         313 万 7千円 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、桑名保健所、桑名医師会と連携し

てＰＣＲ検査体制を整備するため、ＰＣＲ検査委託料の費用を計上する。 

 

４ 河川改良事業費（土木課）                                400万円 

・多度町戸津地内における奥赤沢川河川改良工事は、継続して工事を進めているが、

護岸及び法面の劣化が増大しているため早期改良工事の進捗を図る。 

 

５ 備蓄資機材整備費（防災・危機管理課）                  412 万 5千円 

・避難所での感染症対策の強化及び避難環境の改善を図るために追加配備する資機

材や備蓄品を保管するための防災倉庫を設置(６箇所)するための費用を計上する。 

 

 

２ こどもを３人育てられるまち 

１ 放課後児童対策事業費（子ども未来課）                        1,700万円 

・学童保育所が実施する新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に係る経費につい

て、国補助事業を活用して支援を行う。 

 

２ 私立保育園運営費補助金（子ども未来課）                      1,650万円 

・私立保育園が実施する新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に係る経費につい

て、国補助事業を活用して支援を行う。 

 

３ 子育て支援拠点施設事業費（子ども未来課）                   444 万 4千円 

・国の単価改正に伴う委託料の増額費用を計上する。また、子育て支援拠点施設が

実施する新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に係る経費について、国補助事

業を活用して支援を行う。 
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４ 病児保育事業費（子ども未来課）                           100万円 

・病児保育所が実施する新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に係る経費につい

て、国補助事業を活用して支援を行う。 

 

５ 一時保育事業費（子ども未来課）                         324 万 4千円 

・国の単価改正に伴う委託料の増額費用を計上する。また、一時預かり事業を実施

する公立保育所における新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、国補助

事業を活用して備品等を購入する。 

 

６ ファミリーサポートセンター事業費（子ども未来課）         60万円 

・国の単価改正に伴う委託料の増額費用を計上する。また、ファミリーサポートセ

ンターが実施する新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に係る経費について、

国補助事業を活用して支援を行う。 

 

７ 児童通所支援給付事業費（子育て支援課）           3,645万 1千円 

・各障害児発達支援サービスの給付実績増加に伴い、扶助費の増額費用を計上する。 

 

８ 施設管理運営費（保育所費）（子ども未来課）            394 万円 

・公立保育所等における新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、国補助事

業を活用して備品等を購入する。 

 

９ 施設管理運営費（児童センター費）（子ども未来課）          100 万円 

・児童センターが実施する新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に係る経費につ

いて、国補助事業を活用して支援を行う。 

 

10 乳幼児教室・相談事業費（子育て支援課）             3万 8千円 

・全戸訪問・養育支援訪問事業における新型コロナウイルス感染症拡大防止対策の

ため、国補助事業を活用してアルコール消毒液等を購入する。 

 

11 養育医療給付等事業費（子育て支援課）               300万円 

・養育医療費の給付実績増加に伴い、扶助費の増額費用を計上する。 

 

12 母子健康包括支援センター事業費（子育て支援課）         5万 3千円 

・母子健康包括支援センター事業における新型コロナウイルス感染症拡大防止対策

のため、国補助事業を活用してアルコール消毒液等を購入する。 

 

13 適応指導教室事業費（学校支援課）                 24 万円 

・適応指導教室における新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、県補助事

業を活用して備品等を購入する。 
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14 施設管理運営費（ＰＦＩ施設管理費）（生涯学習・スポーツ課）    15万円 

・託児を行うプレイルーム（くわなメディアライヴ内）における新型コロナウイル

ス感染症拡大防止対策のため、国補助事業を活用して備品等を購入する。 

 

 

３ 世界に向けて開かれたまち 

１ 外国人児童生徒教育推進事業費（人権教育課）                    46 万円 

・新型コロナウイルス感染症の影響により外国人児童生徒の保護者に対して連絡や

周知を行う機会が増えている。県補助金の採択を受けて、外国人児童生徒への生

活支援のための通訳・翻訳料の増額費用を計上する。 

 

 

４ 地理的優位性を活かした元気なまち 

１ 道路施設維持補修費（アセットマネジメント課）           1,623 万 7 千円 

・本年９月の豪雨により、市道側溝に土砂が流入したことによる土砂撤去や側溝の

破損について、市内各所の修繕を行う。また、長島町駒江地内歩道において樹木

の根上りによる歩道の破損箇所の修繕を行う。 

 

 

５ 桑名をまちごと「ブランド」に 

１ 漁業経営強化対策事業費（農林水産課）                         1,000 万円 

・新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、新たな販路開拓や付加価値向上に取

り組む漁業協同組合に対して、県補助事業との協調補助を行い支援する。 

 

２ 一般管理運営費（図書館）（生涯学習・スポーツ課）               308万円 

・図書館における新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、除菌機等を導入

する。 

 

 

６ 納税者の視点で次の世代に責任ある財政に 

１ 議員活動費（議会事務局）                                    231 万 5千円 

・議員１人につき１台タブレット端末を導入し、会議のペーパーレス化やリモート

会議等への活用を図るための経費を計上する。 

 

２ 総務事務費（総務課）                                         26万 4千円 

・議会におけるタブレット端末の利用に合わせて、当局側職員用にペーパーレス会

議システムを導入するための経費を計上する。 
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３ ネットワークシステム管理費（政策創造課）                    770 万 5千円 

・ＷＥＢ会議等の利用や市議会でのタブレット端末の利用のため、議場、委員会室

及び本庁舎等のインターネット接続環境の整備を行う。また、議会におけるタブ

レット端末導入に合わせて、当局側職員用にタブレット端末を導入する。 

 

４ ＡＩ等活用推進事業費（政策創造課）                          108 万 1千円 

・ＡＩを活用した議事録作成支援システムを導入し、効率的に議事録を作成する。

また、ＷＥＢ会議を円滑に進めるため、ディスプレイ、マイク・スピーカーシス

テム及び会議用カメラを導入する。 

 

５ 個人番号カード交付事業費（戸籍・住民登録課）              2,207 万 1 千円 

・個人番号カード交付事務及び電子証明書更新事務が急増している状況の中、住民

への迅速な通知送付と混雑解消のため、交付受付システム等の導入を行う。 

 

 

その他 

国県支出金等返還金（福祉総務課 等）                      計 1 億 6,642万円 

・前年度の補助事業の精査による国県支出金等返還金などの費用を計上する。 

 

 

 


